
◎裁判の迅速化に関する法律 
（平成一五年七月一六日法律第一○七号）   

一、提案理由（平成一五年四月一五日・衆議院法務委員会） 

○森山国務大臣 まず、裁判の迅速化に関する法律案について、その趣旨を御説明いた

します。 

 我が国においては、司法を通じて権利利益が適切に実現されることその他の求められ

る役割を司法が十全に果たすために公正かつ適正な手続のもとで裁判が迅速に行われる

ことが不可欠であることに加え、内外の社会経済情勢等の変化に伴い、裁判がより迅速

に行われることについての国民の要請にこたえることが緊要となっております。 

 この法律案は、このような状況にかんがみ、裁判の迅速化に関し、その趣旨、国の責

務その他の基本となる事項を定めることにより、裁判所における手続全体の一層の迅速

化を図り、もって国民の期待にこたえる司法制度の実現に資することを目的とするもの

であります。 

 以下、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、裁判の迅速化は、第一審の訴訟手続を二年以内のできるだけ短い期間内に終

局させること等を目標として、充実した手続を実施すること並びにこれを支える制度及

び体制の整備を図ることにより行われるものとしております。そして、この制度及び体

制の整備は、訴訟手続その他の裁判所における手続の整備、法曹人口の大幅な増加、裁

判所及び検察庁の人的体制の充実、弁護士の体制の整備等により行われるものとすると

ともに、裁判の迅速化に当たっては、当事者の正当な権利利益が害されないよう、手続

が公正かつ適正に実施されることが確保されなければならないものとしております。 

 第二に、裁判の迅速化に関する国の責務について所要の規定を置くとともに、政府に

おいても所要の措置を講じなければならないものとし、日本弁護士連合会の責務につい

ても所要の規定を置いております。 

 第三に、裁判所における手続を実施する者は、充実した手続を実施することにより、

可能な限り裁判の迅速化に係る目標を実現するよう努めるものとし、当事者等は、可能

な限り裁判の迅速化に係る目標が実現できるよう、手続上の権利は、誠実にこれを行使

しなければならないものとしております。 

 第四に、最高裁判所は、裁判の迅速化を推進するため必要な事項を明らかにするため、

裁判の迅速化に係る総合的かつ多角的な検証を行い、その結果を、二年ごとに、国民に

明らかにするため公表するものとするとともに、検証の結果については、国の施策の策

定及び実施に当たって、適切な活用が図られなければならないものとしております。 

 以上が、この法律案の趣旨であります。 

……………（略）…………… 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに可決くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院法務委員長報告（平成一五年五月一三日） 



○山本有二君 ただいま議題となりました各法律案につきまして、法務委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、裁判の迅速化に関する法律案は、裁判所における手続の一層の迅速化を図るた

め、第一審の訴訟手続を二年以内に終局させることを目標とし、基本となる事項を定め

ようとするものであります。 

……………（略）…………… 

 各案は、去る四月十五日本会議において趣旨説明及び質疑が行われ、同日委員会にお

いて森山法務大臣から提案理由の説明を聴取し、十八日裁判の迅速化に関する法律案に

ついて質疑を行い、五月七日及び九日各案について参考人を含めた慎重な質疑を行い、

質疑終局後、裁判の迅速化に関する法律案に対して、目的、当事者等の責務、最高裁判

所による検証に関する、佐藤剛男君外三名から、自由民主党、民主党・無所属クラブ、

公明党及び自由党の四党共同提案による修正案が提出され、趣旨説明を聴取し、討論、

採決の結果、裁判の迅速化に関する法律案は賛成多数をもって修正議決すべきものと決

し、民事訴訟法等の一部を改正する法律案は賛成多数をもって、人事訴訟法案は全会一

致をもって、いずれも原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、裁判の迅速化に関する法律案及び民事訴訟法等の一部を改正する法律案に対し

それぞれ附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（平成一五年五月九日） 

○山花委員 ただいま議題となりました修正案について、提出者を代表して、その趣旨

及び概要を御説明いたします。 

 第一は、裁判の審理の充実は裁判の迅速化の前提であるということを明確にするため、

第一条の「目的」について、「公正かつ適正な手続」の表記を「公正かつ適正で充実し

た手続」の表記に改めようとするものであります。 

 第二は、裁判の迅速化の実現により当事者の正当な権利義務が害されることのないよ

うにするため、第七条の「当事者等の責務」について、「当事者等の正当な権利の行使

を妨げるものと解してはならない。」との規定を加えようとするものであります。 

 第三は、最高裁判所による検証は外部の有識者による客観的な判断が不可欠であるこ

とを明確にするため、第八条の「最高裁判所による検証」について、「総合的かつ多角

的な検証」の表記を「総合的、客観的かつ多角的な検証」の表記に改めようとするもの

であります。 

 以上が、本修正案の趣旨及び概要であります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願いいたします。 

○附帯決議（平成一五年五月九日） 

 政府並びに最高裁判所は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべ

きである。 



一 裁判所における手続の迅速化については、当事者の正当な権利利益が害されないよ

う、当事者の人権に十分配慮し、当事者の防御権を損なうことのないよう、十分な配

慮をすること。 

二 最高裁判所による検証については、裁判の独立及び関係者のプライバシーを十分尊

重しつつ、総合的、客観的かつ多角的な検証を確保するため、法曹三者の協力に加え、

外部有識者の関与を認めるよう、必要な措置をとること。 

三 裁判の迅速化に資するため、裁判官、検察官及び関係職員の増員及び裁判所施設の

拡充など、人的物的体制の整備に努めるよう、必要な予算措置をとること。 

三、参議院法務委員長報告（平成一五年七月九日） 

○魚住裕一郎君 ただいま議題となりました三法律案につきまして、法務委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、裁判の迅速化に関する法律案は、裁判が公正かつ適正で充実した手続の下で迅

速に行われることが不可欠であること等にかんがみ、裁判所における手続の一層の迅

速化を図るため、裁判の迅速化に関し、その趣旨、国の責務その他の基本となる事項

を定めようとするものであります。 

 なお、衆議院において、目的規定等について所要の修正が行われております。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、三法律案を一括して審査し、裁判の迅速化と当事者の正当な

権利保障との関係、最高裁判所による検証が裁判の独立に与える影響、専門委員の公平

性、中立性の確保、特許権等に関する訴えの専属管轄と知的財産権訴訟への体制強化、

家庭裁判所の充実強化のための具体策等について質疑が行われ、また、参考人から意見

を聴取いたしましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党の井上理事より、裁判の迅速化

に関する法律案及び民事訴訟法等の一部を改正する法律案に反対、人事訴訟法案に賛成

する旨の意見が述べられました。 

 続いて、順次採決の結果、裁判の迅速化に関する法律案及び民事訴訟法等の一部を改

正する法律案はいずれも多数をもって、人事訴訟法案は全会一致をもって原案どおり可

決すべきものと決定いたしました。 

 なお、三法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年七月八日） 

 政府及び最高裁判所は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべき

である。 

一 裁判所における手続の迅速化については、その手続において当事者の正当な権利が

保障され、また、当事者の納得の得られる適正・充実した審理が行われることが前提

であり、二年以内の終局目標のみにとらわれた拙速な審理とならないよう、十分留意



すること。 

二 裁判所における手続の充実と迅速化を一体として実現するため、民事裁判における

証拠収集手続の一層の拡充並びに刑事裁判における証人尋問中心の公判手続の実施、

検察官手持証拠の事前開示の拡充に努めるとともに、取調べ状況の客観的信用性担保

のための可視化等を含めた制度・運用について検討を進めること。 

三 最高裁判所による検証については、裁判の独立及び関係者のプライバシーを十分尊

重するとともに、総合的、客観的かつ多角的な検証を確保するため、法曹三者の協力

による裁判手続の実状を踏まえた検証手続や外部有識者の関与した検証を実施するな

ど、必要な措置を講ずること。また、検証に当たっては、裁判官に対する人事評価等、

検証の目的以外に流用されることのないよう、適正な配慮をすること。 

四 裁判の迅速化に資するため、裁判官、検察官及び関係職員の増員並びに裁判所施設

の拡充など、人的・物的体制の整備を図ること。 

 右決議する。 


